様式第１号（第７条関係）

平成　　年　　月　　日
平成３０年度平川市住宅用太陽光発電システム導入支援事業補助金交付申請書

平 川 市 長　　殿

	申請者
	〒

	住所
	

	フリガナ
	

	氏名
	 eq \o\ac(○,印)

	生年月日
	年　　月　　日

	電話番号
	


　平成３０年度平川市住宅用太陽光発電システム導入支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、補助金の交付を申請します。
記

１　補助対象システムの設置を予定する場所

　　□　申請者と同じ

　　□　申請者と異なる（下記に住所記載）

【所在地】〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　補助対象システムの設置を予定する建物の所有者氏名

	


　　※申請者を含む建物所有者全員の氏名を記載し、申請者以外の所有者がある場合は、その承諾書を添付して
ください。

３　建築の区分　　　　　　　　　□　一般用（□新築・□既築）　　　□　建売用

４　補助対象システムの設置方法　　　　　　　　建材一体型　　・　　架台設置型

５　工事着工予定日　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

６　工事完了予定日(注１)(※電力会社との太陽光受給契約まで)　 平成　　年　　月　　日

７　建物引渡し予定日（※建売用のみ）　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

８　太陽電池の最大出力（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kW

※小数点以下２桁未満については切捨てをして記入してください。

９　補助金交付申請額（注３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

１０　交付決定通知書送付先住所（仮住まい等で申請者住民票と送付先が異なる場合のみ送付先住所を記入してください）

　　【送付先住所】　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１　電灯契約者氏名（必ず申請者と同一であること）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２　手続代行者名

　　　＜代行者を指定された場合、手続のための連絡をその代行者に対し行います＞

　　　【住所】　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　【会社名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　【代表者名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　【手続代行者代表者印】


　　　【担当者名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　【電話番号】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　【FAX番号】  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　【E－mailアドレス】                                             
（添付書類）

・工事請負契約書の写し（建売用の場合は、売買契約書の写し）
・補助対象システム設置場所の現況写真及び配置予定図
・市税に係る納税証明書（平川市に市税を納めている方で、「添付書類省略に係る同意書（様式有）を提出される場合は省略できます。）
　※当該住宅が所有者の所有でない場合にあっては、当該住宅の所有者の承諾書
(注１)　完了日までに電力会社との太陽光受契約まで終了するよう、余裕を持って日程を記入してください。完了日までに完了できない場合は、変更等の届出が必要となります。実績報告書の提出期限である、補助事業完了後３０日以内又は当該年度の３月３１日を過ぎないように提出してください。

(注２)　「８　太陽電池の最大出力」は、補助対象システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力の合計値を記入してください。公称最大出力とは、日本工業規格に規定される太陽電池モジュールの公称最大出力をいいます。

(注３)　「９　補助金交付申請額」は、１kW当たり２．５万円に、補助対象システムを構成する太陽電池の最大出力（kW表示とし、小数点以下２桁未満については切捨てし、出力４kWを超える補助対象システムにあっては、４kWとする。）を乗じた金額を記入してください（上限１０万円）。
ただし、市内に本店、支店、営業所等を置く事業者が対象システムを設置する場合は、１kW当たり３万円に補助対象システムを構成する太陽電池の最大出力を乗じた金額を記入してください（上限１２万円）。

１３　補助対象システムの概要

	項　　　目
	内　　　容

	太陽電池モジュール
	イ．太陽電池モジュール
	①

	
	
	②

	
	
	③

	
	
	④

	
	
	⑤

	
	
	⑥

	
	
	⑦

	
	
	⑧

	
	ロ．製造者名（メーカー名）
	

	
	ハ．太陽電池モジュールの公称最大出力

　　（注１）と使用枚数
	①
	Ｗ×
	
	枚

	
	
	②
	Ｗ×
	
	枚

	
	
	③
	Ｗ×
	
	枚

	
	
	④
	Ｗ×
	
	枚

	
	
	⑤
	Ｗ×
	
	枚

	
	
	⑥
	Ｗ×
	
	枚

	
	
	⑦
	Ｗ×
	
	枚

	
	
	⑧
	Ｗ×
	
	枚

	
	ニ．太陽電池の最大出力（注２）

　（上記ハの合計値）

　（小数点２桁未満は切捨て）
	
	ｋＷ

	インバータ・保護装置
	イ．インバータ・保護装置

（パワーコンディショナ）の型式名
	①

	
	
	②

	
	
	③

	
	
	④

	
	ロ．製造者名（メーカー名）
	

	
	ハ．定格出力
	①
	ｋＷ

	
	
	②
	ｋＷ

	
	
	③
	ｋＷ

	
	
	④
	ｋＷ


（注１）　公称最大出力とは、日本工業規格に規定される太陽電池モジュールの公称最大出力をいう。

（注２）　太陽電池の公称最大出力とは、太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力の合計値をいう。（小数点２桁未満は切捨て）

１４　補助対象経費内訳書

	補助対象項目
	金　　額（円）
	備　　考

	①太陽電池モジュール
	
	
	
	
	
	
	
	

	②付属機器小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	付属機器内訳（注３）
	架台
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	インバータ・保護装置
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	接続箱
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	直流側開閉器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	交流側開閉器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	余剰電力販売用電力量計
	
	
	
	
	
	
	
	

	③設置工事に係る費用
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設置工事に係る費用に含まれる特殊工事内訳（注４）
	安全対策費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	陸屋根防水基礎工事費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	積雪対策工事費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	積雪架台嵩上げ工事費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	風荷重対策工事費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	幹線増強工事費
	
	
	
	
	
	
	
	

	④小計（消費税抜き金額）
	
	
	
	
	
	
	
	①＋②＋③

	⑤特殊工事費控除金額
	
	
	
	
	
	
	
	それぞれの特殊工事につき、実際にかかった金額と、控除上限金額の低い値の合計を記入。

	⑥控除後の小計（消費税抜き金額）
	
	
	
	
	
	
	
	④－⑤

	⑦消費税
	
	
	
	
	
	
	
	④×消費税率

	合　 計　 額
	
	
	
	
	
	
	
	④＋⑦

	１kW当たりの金額（注５）
	
	
	
	
	
	
	
	⑥÷太陽電池の最大出力


（注１）補助対象経費は申請の手引きに示す補助対象経費の項目についてのみ記入してください。

（注２）金額は、全て右詰で記入してください。

（注３）「付属機器内訳」の記入は任意とします。内訳に記入しない場合は、「付属機器小計」のみ記入してください。

（注４）特殊工事は実際に掛かる金額を記入してください。なお、特殊工事の金額は「③設計工事に係る費用」の内数としてください。

（注５）１kW当たり５０万円以下（消費税抜き）の太陽光発電システムが補助対象システムとなります。特殊工事を含む太陽光発電システムは、申請の手引き別表２に定める額を上限に控除した金額で審査します。

・手続代行者には、補助対象システムを購入する予定の会社名及び営業所名又は販売代理店名及び住所を記入してください。


・手続代行者代表者名とは、手続代行をする会社又は拠点の代表者を指します。肩書きと氏名を記入してください。


・手続代行者代表者印は、個人印のみは不可とします。
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